
 計画の名称

 計画策定主体

 対象市町村

 計画の期間

 計画の目標

・

・

・

・

・

・

 定量的指標
・治山事業の実施により森林の公益的機能が回復又は維持される森林の面積

　　５ヶ年（H28～R2）：５０ha

・周辺の森林の山地災害防止機能が確保される集落数

　　５ヶ年（H28～R2）：２０集落

・治山事業の実施により森林からの濁水を緩和し、漁場環境の保全を図る漁場

　　５ヶ年（H28～R2）：１６漁場（１６漁協）

 対象事業

精度の高い山地災害情報を市町村と連携を取りながら県民に提供し、危険地区の認識、防災意識の高揚を図る。

別紙のとおり

農山漁村地域整備計画

岐阜県農山漁村地域森林保全・整備計画（治山事業整備分野）

岐阜県

岐阜市、各務原市、山県市、本巣市、大垣市、海津市、養老町、垂井町、関ヶ原町、揖斐川町、大野町、池田町、関市、美濃市、
郡上市、美濃加茂市、可児市、坂祝町、富加町、川辺町、七宗町、八百津町、白川町、東白川村、御嵩町、多治見市、瑞浪市、
土岐市、中津川市、恵那市、下呂市、高山市、飛驒市、白川村（計３４市町村）

平成28年度～令和2年度（５年間）

【治山事業の推進】

【具体的な取組】

荒廃地や荒廃森林の再生に必要な施設の設置と森林整備を推進する。

防災対策としての治山施設整備や森林整備、並びに山地災害情報の提供などのソフト対策を総合的に推進する。

森林からの不安定土砂・流木などの流出を防止し、災害に強い森林づくりを推進するため、荒廃移行森林（保安林）の整備
を治山事業により計画的に進める。

山地災害危険地区のうち、崩壊危険度が高く、かつ保全対象が多く生活影響度が高い地区から優先的に治山施設を設置す
る。

漁場と密接に関係している森林において、濁水の緩和等、漁場環境の保全効果を高めるための事業を実施する。

令和２年９月２９日



（別紙）

計画期間内 計画期間内

事業型 事業箇所名 事業実施主体 関係市町村 の事業内容 工期 の総事業費 備考

（地区名） （工種及び数量） （千円）

予防治山事業（山地災害危険
地区等の調査）

岐阜県内一
円

岐阜県
岐阜県内一

円
山地災害危険地区調
査業務

H28～H29 53,100
調査及び計画策定等の
ソフト整備のため未記入

予防治山事業 岩田西1丁目 岐阜県 岐阜市 山腹工一式 H28 63,600
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 北山 地区 岐阜県 岐阜市
渓間工一式
山腹工一式

H29 40,900
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 扇平 地区 岐阜県 各務原市 山腹工一式 H29 17,800
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 越田土 地区 岐阜県 本巣市 渓間工一式 H29～H30 34,500
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 浦山 地区 岐阜県 岐阜市 渓間工一式 H29 24,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 高田 地区 岐阜県 山県市 渓間工一式 H30～R1 40,976
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 嶋 地区 岐阜県 本巣市 渓間工一式 H30～R2 80,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 大平山 地区 岐阜県 本巣市
渓間工一式
山腹工一式

H30 24,600
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 南山 地区 岐阜県 岐阜市 渓間工一式 R1 28,632
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 境洞 地区 岐阜県 岐阜市 渓間工一式 H31～R1 24,600
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 車洞 地区 岐阜県 各務原市 山腹工一式 H31～R2 100,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 上川瀬 地区 岐阜県 本巣市 渓間工一式 R1 70,956
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 岡峰 地区 岐阜県 大垣市 山腹工一式 H28 37,800
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 南屋敷 地区 岐阜県 大垣市
渓間工一式
山腹工一式

H29～H30 84,200
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業
ばんが谷（日
向山） 地区

岐阜県 大垣市 渓間工一式 H29～R2 160,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 前川原 地区 岐阜県 養老町 山腹工一式 R2 60,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 北山 地区 岐阜県 垂井町
渓間工一式
山腹工一式

H29～H30 53,900
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業
中南(マムシ
谷) 地区

岐阜県 大垣市 渓間工一式 R1 37,287
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 西山 地区 岐阜県 垂井町 渓間工一式 R1～R2 80,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 二又 地区 岐阜県 大垣市 山腹工一式 R1～R2 50,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 権現山 地区 岐阜県 垂井町 渓間工一式 R2 40,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業
養老公園滝
谷地区

岐阜県 養老町 渓間工一式 R2 50,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 水上谷 地区 岐阜県 揖斐川町 渓間工一式 H28 67,500
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 下山 地区 岐阜県 揖斐川町 渓間工一式 H29～H30 89,500
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 南谷 地区 岐阜県 池田町 渓間工一式 H29～R2 130,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 下山２ 地区 岐阜県 揖斐川町 山腹工一式 H30～R2 205,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 岩ヶ平 地区 岐阜県 揖斐川町 渓間工一式 R1～R2 80,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 居所 地区 岐阜県 揖斐川町 渓間工一式 R2 40,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 飯森山 地区 岐阜県 揖斐川町 山腹工一式 R2 50,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 小正洞 地区 岐阜県 関市 渓間工一式 H28 37,700
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 タラガ谷 地区 岐阜県 関市 渓間工一式 H29 56,500
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 一ノ瀬 地区 岐阜県 関市 渓間工一式 H30～R1 68,200
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 小宮 地区 岐阜県 関市 山腹工一式 R2 80,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 堂子平 地区 岐阜県 郡上市 山腹工一式 H28～H30 107,500
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業
大蛇洞谷 地
区

岐阜県 郡上市 渓間工一式 H28 24,200
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 大杉 地区 岐阜県 郡上市 山腹工一式 H28 26,400
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 向正会 地区 岐阜県 郡上市 山腹工一式 H28 45,700
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 陰地 地区 岐阜県 郡上市 渓間工一式 H28 24,700
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 腰細 地区 岐阜県 郡上市 山腹工一式 H29 27,600
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 白岩ス 地区 岐阜県 郡上市 渓間工一式 H29～H30 62,500
総事業費が10億円以下
のため未記入

治山事業

農山漁村地域整備計画の対象事業

事業名

費用対効果
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治山事業
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治山事業

治山事業

治山事業

治山事業

治山事業

治山事業

治山事業

治山事業

治山事業

治山事業

治山事業
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（別紙）

計画期間内 計画期間内

事業型 事業箇所名 事業実施主体 関係市町村 の事業内容 工期 の総事業費 備考

（地区名） （工種及び数量） （千円）

農山漁村地域整備計画の対象事業

事業名

費用対効果

予防治山事業 井洞谷 地区 岐阜県 郡上市 渓間工一式 H29 32,500
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 二ツ釜 地区 岐阜県 郡上市 渓間工一式 H29 64,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 夕用 地区 岐阜県 郡上市 山腹工一式 H30 30,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業
宮ノ尾山 地
区

岐阜県 郡上市 渓間工一式 H30～R1 41,235
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 樫ヶ平 地区 岐阜県 郡上市 山腹工一式 R1 65,765
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 西ノ腰 地区 岐阜県 郡上市 渓間工一式 R1 46,540
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 中上 地区 岐阜県 郡上市 渓間工一式 R2 80,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 水梨谷 地区 岐阜県 郡上市 渓間工一式 R2 80,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 臼ヶ洞 地区 岐阜県 郡上市 渓間工一式 R2 70,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 山際 地区 岐阜県 郡上市 渓間工一式 R2 80,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 向島 地区 岐阜県 郡上市 渓間工一式 R2 75,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 生屋 地区 岐阜県 郡上市 渓間工一式 R2 50,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 宮向 地区 岐阜県 白川町 山腹工一式 H28～H29 86,800
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 黒渕谷 地区 岐阜県 東白川村 渓間工一式 H28 17,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業
木曽渡裏 地
区

岐阜県 東白川村 山腹工一式 H28～H30 106,700
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 東小倉 地区 岐阜県 白川町 渓間工一式 H29 39,300
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 薬師洞 地区 岐阜県 可児市 渓間工一式 R1 31,600
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 中島 地区 岐阜県 七宗町 渓間工一式 R2 35,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 野尻 地区 岐阜県 七宗町 山腹工一式 R2 30,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業
ヲシヤ洞 地
区

岐阜県 御嵩町 渓間工一式 R2 40,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 大山 地区 岐阜県 多治見市 渓間工一式 R2 65,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業
鶴里町細野
地区

岐阜県 土岐市 渓間工一式 H30～R2 75,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 大洞 地区 岐阜県 瑞浪市
渓間工一式
山腹工一式

R1～R2 60,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 斧戸 地区 岐阜県 中津川市 山腹工一式 H28 73,600
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 横挽 地区 岐阜県 中津川市 山腹工一式 H28～H29 160,200
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 鶴ヶ根 地区 岐阜県 恵那市 山腹工一式 H28 28,800
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 岩名沢 地区 岐阜県 恵那市
渓間工一式
山腹工一式

H28 20,900
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 釜ヶ沢 地区 岐阜県 恵那市 渓間工一式 H28 49,300
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 加須里 地区 岐阜県 恵那市 山腹工一式 H29～R1 210,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 木ノ実 地区 岐阜県 恵那市 渓間工一式 H29～H30 82,800
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 中屋 地区 岐阜県 恵那市 渓間工一式 H29～H30 36,400
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 地蔵平 地区 岐阜県 恵那市 渓間工一式 H30 26,600
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 栩杭 地区 岐阜県 恵那市 山腹工一式 H30～R1 84,141
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 湯平 地区 岐阜県 恵那市 山腹工一式 R1～R2 160,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 西ヶ洞 地区 岐阜県 恵那市 山腹工一式 R1 40,802
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 南松林 地区 岐阜県 恵那市 渓間工一式 R1 21,683
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 越沢 地区 岐阜県 恵那市 渓間工一式 R1 41,663
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 前平 地区 岐阜県 恵那市 渓間工一式 R2 50,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 室沢 地区 岐阜県 恵那市 渓間工一式 R2 35,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 カミナシ 地区 岐阜県 下呂市 渓間工一式 H28～H29 37,300
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 宮ノ脇 地区 岐阜県 下呂市 山腹工一式 H28～H30 79,800
総事業費が10億円以下
のため未記入
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（別紙）

計画期間内 計画期間内

事業型 事業箇所名 事業実施主体 関係市町村 の事業内容 工期 の総事業費 備考

（地区名） （工種及び数量） （千円）

農山漁村地域整備計画の対象事業

事業名

費用対効果

予防治山事業 井口谷 地区 岐阜県 下呂市 渓間工一式 H28～H29 63,200
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 唐谷 地区 岐阜県 下呂市 渓間工一式 H30 37,500
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 大平 地区 岐阜県 下呂市 山腹工一式 H30 43,900
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 片原 地区 岐阜県 下呂市 渓間工一式 R2 50,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 田洞 地区 岐阜県 下呂市 渓間工一式 R2 40,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業
大石ケ洞 地
区

岐阜県 下呂市 渓間工一式 R2 85,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 下田淵 地区 岐阜県 下呂市 渓間工一式 R2 60,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 足洞 地区 岐阜県 高山市 渓間工一式 H28～H29 49,500
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 赤瀬平 地区 岐阜県 高山市 山腹工一式 H28 27,800
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業
吉野沢上 地
区

岐阜県 高山市 山腹工一式 H28～R1 116,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 塩屋洞 地区 岐阜県 高山市 渓間工一式 R2 45,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業
大樽ケ洞 地
区

岐阜県 高山市
渓間工一式
山腹工一式

R2 65,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 下段 地区 岐阜県 飛驒市 渓間工一式 H28 19,200
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 井ノコ谷 地区 岐阜県 飛驒市 渓間工一式 H28～H29 61,400
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 寄合谷 地区 岐阜県 飛驒市 渓間工一式 H28 24,300
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 釜洞 地区 岐阜県 飛騨市 渓間工一式 R2 40,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業 登谷 地区 岐阜県 飛騨市 渓間工一式 R2 40,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業
クジヤ洞 地
区

岐阜県 高山市 山腹工一式 H30～R1 92,953
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業
湯ノソラ大コ
バ 地区

岐阜県 高山市 山腹工一式 H28～R2 150,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

地域防災対策総合治山事業
（地域防災対策総合治山）

小島 地区 岐阜県 揖斐川町
渓間工一式
山腹工一式

H28～R2 420,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

地域防災対策総合治山事業
（地域防災対策総合治山）

池田山 地区 岐阜県 池田町
渓間工一式
山腹工一式

H28 82,400
総事業費が10億円以下
のため未記入

治山施設機能強化事業（老朽
化対策）

須谷 地区 岐阜県 大垣市 渓間工一式 H28 22,900

治山施設機能強化事業（老朽
化対策）

下山 地区 岐阜県 揖斐川町 渓間工一式 H28 29,300

治山施設機能強化事業（老朽
化対策）

南山 地区 岐阜県 瑞浪市 山腹工一式 H28 27,400

治山施設機能強化事業（老朽
化対策）

坂下 地区 岐阜県 恵那市 渓間工一式 H28 10,600

治山施設機能強化事業（老朽
化対策）

高岩ス 地区 岐阜県 下呂市 渓間工一式 H28 32,100

治山施設機能強化事業（老朽
化対策）

下ゴソ 地区 岐阜県 白川村 渓間工一式 H28～H30 361,400

治山施設機能強化事業（機能
強化対策）

権現山 地区 岐阜県 垂井町 渓間工一式 H29～R1 90,720
総事業費が10億円以下
のため未記入

治山施設機能強化事業（機能
強化対策）

柳平 地区 岐阜県 飛騨市 渓間工一式 H31～R2 110,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

予防治山事業
木谷屋ケ平山
地区

岐阜県 白川村 渓間工一式 R2 100,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

奥地保安林保全緊急対策事
業

尾砂谷 地区 岐阜県 本巣市
山腹工一式
森林整備一式

R2 80,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

奥地保安林保全緊急対策事
業

桑ヶ洞 地区 岐阜県 郡上市
渓間工、山腹工一式
森林整備一式

H28～R1 112,482
総事業費が10億円以下
のため未記入

奥地保安林保全緊急対策事
業

小谷洞 地区 岐阜県 郡上市
渓間工一式
森林整備一式

H28 36,300
総事業費が10億円以下
のため未記入

奥地保安林保全緊急対策事
業

さわら谷 地区 岐阜県 郡上市
渓間工、山腹工一式
森林整備一式

H29～R2 260,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

奥地保安林保全緊急対策事
業

鈴根谷 地区 岐阜県 中津川市 山腹工一式 H29 63,300
総事業費が10億円以下
のため未記入

奥地保安林保全緊急対策事
業

冷川 地区 岐阜県 中津川市
山腹工一式
森林整備一式

R1 42,200
総事業費が10億円以下
のため未記入

奥地保安林保全緊急対策事
業

北桑原 地区 岐阜県 中津川市
山腹工一式
森林整備一式

R2 170,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

奥地保安林保全緊急対策事
業

琴ヶ沢 地区 岐阜県 恵那市
渓間工一式
森林整備一式

R1 25,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

奥地保安林保全緊急対策事
業

黒石谷 地区 岐阜県 下呂市
渓間工、山腹工一式
森林整備一式

H29～R2 498,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

奥地保安林保全緊急対策事
業

大佐古 地区 岐阜県 飛驒市
渓間工一式
森林整備一式

H28～H30 85,800
総事業費が10億円以下
のため未記入

奥地保安林保全緊急対策事
業

白谷 地区 岐阜県 白川村
渓間工一式
森林整備一式

H29～R2 120,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

漁場保全の森づ
くり事業
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（別紙）

計画期間内 計画期間内

事業型 事業箇所名 事業実施主体 関係市町村 の事業内容 工期 の総事業費 備考

（地区名） （工種及び数量） （千円）

農山漁村地域整備計画の対象事業

事業名

費用対効果

奥地保安林保全緊急対策事
業

木滝尾・土倉
地区

岐阜県 白川村
渓間工一式
森林整備一式

R2 89,065
総事業費が10億円以下
のため未記入

　合計（全体事業費） 9,000,000

漁場保全の森づ
くり事業



農山漁村地域整備計画

治山事業計画

治山事業、漁場保全の森づくり事業

飛騨農林事務所管内

下呂農林事務所管内

恵那農林事務所管内

東濃農林事務所管内

可茂農林事務所管内

郡上農林事務所管内

岐阜農林事務所管内

西濃農林事務所管内

揖斐農林事務所管内
中濃農林事務所管内

飛騨農林事務所管内
予防治山事業 １３箇所
機能強化事業（老朽化対策） １箇所
機能強化事業（機能強化対策） １箇所
奥地保安林保全緊急対策事業 ３箇所

下呂農林事務所管内
予防治山事業 ９箇所
機能強化事業（老朽化対策） １箇所
奥地保安林保全緊急対策事業 １箇所

恵那農林事務所管内
予防治山事業 １６箇所
機能強化事業（老朽化対策） １箇所
奥地保安林保全緊急対策事業 ４箇所

東濃農林事務所管内
予防治山事業 ３箇所
機能強化事業（老朽化対策） １箇所

可茂農林事務所管内
予防治山事業 ８箇所

郡上農林事務所管内
予防治山事業 １９箇所
奥地保安林保全緊急対策事業 ３箇所

中濃農林事務所管内
予防治山事業 ４箇所

岐阜農林事務所管内
予防治山事業 １２箇所
奥地保安林保全緊急対策事業 １箇所

西濃農林事務所管内
予防治山事業 １０箇所
機能強化事業（老朽化対策） １箇所
機能強化事業（機能強化対策） １箇所

揖斐農林事務所管内
予防治山事業 ７箇所
地域防災対策総合治山事業 ２箇所
機能強化事業（老朽化対策） １箇所

岐阜県内一円
予防治山事業（危険地区等の調査） １箇



計画の名称

計画策定主体

対象市町村

計画期間

計画の目標

評価指標

評価基準 評価結果

全項目が○である。

１項目でも×がある。

項目 評価項目 評価

・関連する計画との整合が図ら
れているか

○

・地域の課題に適切に対応する
目標となっているか

○

・整備計画の目標と定量的指標
の整合性がとれているか

○

・事後評価ができる適切な指標
となっているか

○

・構成事業の実施による効果を
評価するための指標として適切
なものとなっているか

○

・円滑な事業執行の環境が整っ
ているか

○

・地元の機運が醸成されている
か

○

対象地の条件、事業に必要な技術的条
件、予算措置等様々な側面から検討して
実施可能な計画となっている。

地域住民からの要望に基づき事業を実施
しているため、地元関係者からの同意や理
解は得られている。

評
価

評価根拠

目標の妥当性

「森林整備保全事業計画」及び「漁場保全
関連特定森林整備事業の基本方針」に定
める事業目標及び「岐阜県森林づくり基本
計画」と整合性が図られている。

地域の課題である、「山地災害の防止」と
「漁場への濁水緩和」に対応した目標と
なっている。

整備計画の
効果・効率性

整備計画を達成するための定量的指標と
なっている。

治山事業実施に伴う森林復旧面積、山地
災害防止機能の向上を図る集落数、濁水
の緩和される漁場数など、事後評価のでき
る指標となっている。

評価指標は、それぞれの事業目的に沿っ
たものであり、事業実施に伴い発現する効
果となっている。

整備計画の
実現可能性

ランク 判定基準

評価　Ⅰ 事業実施
事業実施

評価　Ⅱ 計画の見直し

農山漁村地域整備計画事前評価調書

計
画
の
概
要

岐阜県農山漁村地域森林保全・整備計画（治山事業整備分野）

岐阜県

岐阜市、各務原市、山県市、本巣市、大垣市、海津市、養老町、垂井町、関ヶ原町、揖斐
川町、大野町、池田町、関市、美濃市、郡上市、美濃加茂市、可児市、坂祝町、富加町、
川辺町、七宗町、八百津町、白川町、東白川村、御嵩町、多治見市、瑞浪市、土岐市、
中津川市、恵那市、下呂市、高山市、飛驒市、白川村（計３４市町村）

５ヶ年（平成２８年～令和２年）

・ 荒廃地や荒廃森林の再生に必要な施設の設置と森林整備を推進する。
・ 防災対策としての治山施設整備や森林整備、並びに山地災害情報の提供などのソフ
ト対策を総合的に推進する。
・ 漁場と密接に関係している森林において、濁水の緩和等、漁場環境の保全効果を高
めるための事業を実施する。

・ 治山事業の実施により、５０haの森林の公益的機能を回復又は維持する。
・ 治山事業の実施により、２０集落において周辺森林の山地災害防止機能の向上を図
る。
・ 治山事業の実施により、１６漁場（１６漁協）において森林からの濁水を緩和し、漁場環
境の保全を図る。



農山漁村地域整備計画　チェックシート

（ ）

（ 34 ）

※　チェック欄に計画主体、農政局それぞれでチェックを入れる

チェック欄

計画主体 農政局

提出書類は揃っているか
・対象事業を示した図面が添付されている
・事前評価に関する資料が添付されている

効果促進事業は事業の趣旨・要件に合致している
か

・基幹事業と一体となってその効果を一層高める事業となっており、基
幹事業の全体事業費に占める割合が20/100目途となっている

事業型毎に事業地区単位を基本に記載されてい
るか

・都道府県単位や市町村単位又は事業型を束ね複数の事業地区が記
載されていない
（事業計画の作成等の都合上、束ねて整理せざるを得ない地区は除く）

事前評価が実施され、その結果が公表されている
か

・事前評価が実施され、公表「HP、縦覧、その他（　　　）」されている
　（または、公表予定である（平成　　年　　月））

事業名及び事業型を特定できるよう記載されてい
るか

・指定された事業名及び事業型が記載されている

費用対効果は記載されているか
・費用対効果の記載対象事業は、数値が記載されている
・費用対効果の記載対象外事業は、その理由が記載されている

６　その他 判断根拠

チェック欄

計画主体 農政局

交付対象事業の事業内容が最新の事業計画書と
整合が図られているか

・交付対象事業の事業内容（工期、総事業費等）は最新の事業計画書
の内容となっている

交付対象事業及びその構成が適切なものとなって
いるか

・計画の目標及び評価指標の達成のために必要である交付対象事業
の構成となっている（不要・不急の事業は含まれていない）

５　対象事業 判断根拠

定量的な指標となっているか
・指標が定性的でなく、事業実施前後の状況が確認できる定量的なア
ウトカム指標となっている

計画期間内の事業量と整合が図られているか ・定量的指標値が整備計画期間内の事業量と整合が図られている

事後評価が出来る適切な指標となっているか
・交付期間終了後又は交付期間終了年度中に成果目標の目標値の実
現状況について事後評価を行うことが可能な指標となっている

計画の目標との整合性がとれているか ・計画の目標の達成状況を客観的に判断できる指標となっている

関連する計画との整合性が図られているか
・都道府県等が作成する農業振興地域整備計画、圏域総合水産基盤
整備事業計画、海岸保全基本計画及び国土強靱化地域計画等の関連
する計画と整合が図られている

達成できる目標となっているか
・目標は対象事業の実施により計画期間内に達成が見込まれるものと
なっている

地域の課題に対する目標となっているか ・目標は地域の課題を十分に踏まえたものとなっている

４　定量的指標 判断根拠
チェック欄

計画主体 農政局

概ね３～５年の計画期間になっているか
・計画期間（交付期間）が概ね３～５年で設定されており、対象事業の
事業期間と合致している

３　計画の目標 判断根拠
チェック欄

計画主体 農政局

対象市町村は対象事業の受益が記載されている
か

・事業の対象受益地である市町村名が正しく記載されている

・対象市町村数を右欄に記載してください

２　計画の期間 判断根拠
チェック欄

計画主体 農政局

計画名：　 岐阜県農山漁村地域森林保全・整備計画（治山事業整備分野）

１　対象市町村 判断根拠
チェック欄

計画主体 農政局



 計画の名称

 計画策定主体

 対象市町村

 計画の期間

 計画の目標

 定量的指標

 対象事業

　森林資源が成熟しつつあるが、木材価格の低迷等により、森林の適切な手入れが不足している。森林の持つ多面的機能(農業
用水の安定的供給、河川への濁水や急激な出水の緩和、土砂流出緩和によるアユ漁場の保全）が十分発揮されるよう、林道、
作業道の整備を進め間伐を推進する。また、間伐材を搬出し利用する利用間伐を進め、木材を安定的に供給していく体制を整
備することで農山村地域の林業及び木材産業の振興と地域の活性化を図る。

　林道や作業道の整備を促進し、搬出間伐面積（森林整備関連事業分）を18,600ha/5年(平成23年度～平成27年度累計)から
20,000ha/5年(平成28年度～令和2年度累計)にまで増加させる。

別紙のとおり

農山漁村地域整備計画
令和２年３月１８日

岐阜県農山漁村地域森林保全・整備計画（森林整備分野）

岐阜県

本巣市、山県市、大垣市、海津市、垂井町、関ヶ原町、養老町、揖斐川町、関市、郡上市、川辺町、七宗町、八百津町、御嵩町、
白川町、東白川村、瑞浪市、中津川市、恵那市、下呂市、高山市、飛騨市、白川村

平成28年度～令和2年度（５年間）



（別紙）

備考

H28 ～ R2

H28 ～ H31

H28 ～ R2

H28 ～ R2

H28 ～ R2

H28 ～ R2

H28 ～ R2

H28 ～ R2

H28 ～ R2

H28 ～ R2

H28 ～ H30

H28 ～ R2

H28 ～ R2

H28 ～ H30

H28 ～ H29

H31 ～ H31

H28 ～ H29

H28 ～ H28

H28 ～ H29

H30 ～ R2

H28 ～ R2

H29 ～ H31

H30 ～ H30

H30 ～ H31

H28 ～ R2

H29 ～ R2

H28 ～ R2

の事業内容 工期 の総事業費 費用対効果

（地区名） （工種及び数量） （千円）

農山漁村地域整備計画の対象事業

事業名 計画期間内 計画期間内

事業型 事業箇所名 事業実施主体 関係市町村

395,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業
フォレスト・コミュニティ総合整備
事業

林道　中美濃 岐阜県 関市 667ｍ 113,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業
フォレスト・コミュニティ総合整備
事業

林道　伊自良
～根尾

岐阜県
山県市、本巣

市
1200ｍ

530,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業
フォレスト・コミュニティ総合整備
事業

林道　尾城山 岐阜県
東白川村、中

津川市
7117ｍ 865,000

総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業
フォレスト・コミュニティ総合整備
事業

林道　加茂東 岐阜県 東白川村 4557ｍ

344,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業
フォレスト・コミュニティ総合整備
事業

林道　三森山 岐阜県
中津川市、恵

那市
1000ｍ 310,000

総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業
フォレスト・コミュニティ総合整備
事業

林道　恵北東 岐阜県 中津川市 2031ｍ

383,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業 山のみち地域づくり交付金事業 林道　関ヶ原 岐阜県 関ヶ原町 0ｍ(土工一式） 198,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業
フォレスト・コミュニティ総合整備
事業

林道　下呂～
萩原

岐阜県 下呂市 2534ｍ

430,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業 山のみち地域づくり交付金事業 林道　宮・高山 岐阜県 高山市 522ｍ 431,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業 山のみち地域づくり交付金事業
林道　春日・久
瀬

岐阜県 揖斐川町 718ｍ

127,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業 育成林整備事業 林道　明神 垂井町 垂井町 1500ｍ 241,500
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業 育成林整備事業
林道　坂本～
弓掛

岐阜県 下呂市 2281ｍ

270,200
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業 育成林整備事業 林道　木曽越 中津川市 中津川市 165ｍ 120,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業 育成林整備事業 林道　権現 八百津町 八百津町 1686ｍ

25,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業 林道改良事業 林道　能郷谷 本巣市 本巣市 42ｍ 26,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業 林道改良事業 林道　日原 山県市 山県市 34ｍ

40,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業 林道改良事業 林道　白北 白川町 白川町 595ｍ 50,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業 林道改良事業 林道　野多押 白川町 白川町 390ｍ

40,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業 林道改良事業 林道　成山 白川町 白川町 800ｍ 60,500
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業 林道改良事業
林道　笹畑頭
谷

白川町 白川町 444ｍ

88,200
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業 林道改良事業
林道　双六～
瀬戸

飛騨市 飛騨市 17ｍ 33,200
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業 林道改良事業
林道　双六～
瀬戸

高山市 高山市 465ｍ

25,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業 林道改良事業 林道　横道 白川村 白川村 20ｍ 25,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業 林道改良事業 林道　和佐府 飛騨市 飛騨市 35ｍ

200,000
調査及び計画策定等の
ソフト整備のため未記
入

森林整備事業 林道点検診断・保全整備事業
和佐府ほか5
路線

海津市、飛騨
市

海津市、飛騨
市

6路線12箇所 19,400
調査及び計画策定等の
ソフト整備のため未記
入

森林整備事業 林道点検診断・保全整備事業
銚子谷ほか
399路線

山県市、海津
市、大垣市、
関ヶ原町、養
老町、垂井
町、揖斐川

町、関市、白
川町、七宗

町、川辺町、
八百津町、東
白川村、御嵩
町、瑞浪市、
中津川市、恵
那市、下呂

市、高山市、
白川村

山県市、海津
市、大垣市、
関ヶ原町、養
老町、垂井
町、揖斐川

町、関市、白
川町、七宗

町、川辺町、
八百津町、東
白川村、御嵩
町、瑞浪市、
中津川市、恵
那市、下呂

市、高山市、
白川村

400路線700箇所

56,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

合計
   （全体事業費）

5,446,000

森林整備事業 機能回復整備事業
郡上市、揖斐
川町

郡上森林組
合、揖斐郡森

林組合

郡上市、揖斐
川町

40ha



㉓

番号
1
2
3
4
5
6
7
8
9

農山漁村地域整備計画
（森林整備事業関連）

岐阜県

⑬

⑭

⑦

①

⑤
⑱

⑥

③

⑪

④

⑫
⑧

⑨

⑰

⑩

⑳

⑯

②

林道保全対策

事業期間：H28～R2

林道点検診断：400路線（700箇所）

主な工種：橋梁・トンネル点検診断

林道保全整備：6路線（12箇所）

主な工種：橋梁補修

⑮

㉑ ㉒

㉓

番号 地　　区　　名 番号 地　　区　　名
1 林道　伊自良～根尾 13 林道　権現
2 林道　中美濃 14 林道　木曽越
3 林道　加茂東 15 林道　日原
4 林道　尾城山 16 林道　野多押
5 林道　恵北東 17 林道　白北
6 林道　三森山 18 林道　笹畑頭谷
7 林道　下呂～萩原 19 林道　成山
8 林道　関ヶ原 20 林道　双六～瀬戸
9 林道　春日・久瀬 21 林道　双六～瀬戸
10 林道　宮・高山 22 林道　和佐府
11 林道　坂本～弓掛 23 林道　横道
12 林道　明神 24 林道　能郷谷

㉔



計画の名称

計画策定主体

対象市町村

計画期間

整備の目標

評価基準 評価結果
全項目が○である。
１項目でも×がある。

項目 評価項目 評価

・関連する計画との整合が図ら
れているか

○

・地域の課題に適切に対応する
目標となっているか

○

・整備計画の目標と定量的指標
の整合性がとれているか

○

・事後評価ができる適切な指標
となっているか

○

・構成事業の実施による効果を
評価するための指標として適切
なものとなっているか

○

・円滑な事業執行の環境が整っ
ているか

○

・地元の機運が醸成されている
か

○

農山漁村地域整備計画事前評価調書

計
画
の
概
要

岐阜県農山漁村地域森林保全・整備計画（森林整備分野）

岐阜県

本巣市、山県市、大垣市、海津市、垂井町、関ヶ原町、養老町、揖斐川町、関市、郡上市、川辺
町、七宗町、八百津町、御嵩町、白川町、東白川村、瑞浪市、中津川市、恵那市、下呂市、高山
市、飛騨市、白川村

平成28年度～令和2年度（５年間）

①森林資源が成熟しつつあるが、木材価格の低迷等により、森林の適切な手入れが不足してい
る。森林の持つ多面的機能(農業用水の安定的供給、河川への濁水や急激な出水の緩和、土砂流
出緩和によるアユ漁場の保全）が十分発揮されるよう、林道、作業道の整備を進め間伐を推進す
る。また、間伐材を搬出し利用する利用間伐を進め、木材を安定的に供給していく体制を整備する
ことで農山村地域の林業及び木材産業の振興と地域の活性化を図る。

評価指標

【岐阜県森林整備計画】

①　林道や作業道の整備を促進し、搬出間伐面積（森林整備関連事業分）を18,600ha/5年(平成23
年度～平成27年度累計)から20,000ha/5年(平成28年度～令和2年度累計)にまで増加させる。

ランク 判定基準
評価　Ⅰ 事業実施

評価　Ⅰ評価　Ⅱ 計画の見直し

県内の執行体制は整っており、技術的条件や自然
条件などを検討し実施可能な計画となっている。

地域を通じて事業実施要望が寄せられている。
地元の同意も得ている。

評
価

評価根拠

目標の妥当性

岐阜県森林づくり基本計画
岐阜県間伐推進加速化計画（H24改定版）

森林資源が成熟期に移行しつつある中、搬出間伐
等の木材生産基盤の整備が求められおりこれを達成
するための目標を設定している。

整備計画の
効果・効率性

森林の多面的な機能の発揮や搬出間伐の促進の目
標と定量的な指標は整合している。

県の実績調査等による把握可能な指標となってい
る。

事業実施による効果が事業目的に即した指標となっ
ている。

整備計画の
実現可能性



農山漁村地域整備計画　チェックシート

（ ）

（ 23 ）

※　チェック欄に計画主体、農政局それぞれでチェックを入れる

計画名：　 岐阜県農山漁村地域森林保全・整備計画（森林整備分野）

１　対象市町村 判断根拠
チェック欄

計画主体 農政局

２　計画の期間 判断根拠
チェック欄

計画主体 農政局

対象市町村は対象事業の受益が記載されている
か

・事業の対象受益地である市町村名が正しく記載されている

・対象市町村数を右欄に記載してください

概ね３～５年の計画期間になっているか
・計画期間（交付期間）が概ね３～５年で設定されており、対象事業の
事業期間と合致している

３　計画の目標 判断根拠
チェック欄

計画主体 農政局

計画の目標との整合性がとれているか ・計画の目標の達成状況を客観的に判断できる指標となっている

関連する計画との整合性が図られているか
・都道府県等が作成する農業振興地域整備計画、圏域総合水産基盤
整備事業計画、海岸保全基本計画及び国土強靱化地域計画等の関連
する計画と整合が図られている

達成できる目標となっているか
・目標は対象事業の実施により計画期間内に達成が見込まれるものと
なっている

地域の課題に対する目標となっているか ・目標は地域の課題を十分に踏まえたものとなっている

４　定量的指標 判断根拠
チェック欄

計画主体 農政局

定量的な指標となっているか
・指標が定性的でなく、事業実施前後の状況が確認できる定量的なア
ウトカム指標となっている

計画期間内の事業量と整合が図られているか ・定量的指標値が整備計画期間内の事業量と整合が図られている

事後評価が出来る適切な指標となっているか
・交付期間終了後又は交付期間終了年度中に成果目標の目標値の実
現状況について事後評価を行うことが可能な指標となっている

チェック欄

計画主体 農政局

交付対象事業の事業内容が最新の事業計画書と
整合が図られているか

・交付対象事業の事業内容（工期、総事業費等）は最新の事業計画書
の内容となっている

交付対象事業及びその構成が適切なものとなって
いるか

・計画の目標及び評価指標の達成のために必要である交付対象事業
の構成となっている（不要・不急の事業は含まれていない）

５　対象事業 判断根拠

効果促進事業は事業の趣旨・要件に合致している
か

・基幹事業と一体となってその効果を一層高める事業となっており、基
幹事業の全体事業費に占める割合が20/100目途となっている

事業型毎に事業地区単位を基本に記載されてい
るか

・都道府県単位や市町村単位又は事業型を束ね複数の事業地区が記
載されていない
（事業計画の作成等の都合上、束ねて整理せざるを得ない地区は除く）

事前評価が実施され、その結果が公表されている
か

・事前評価が実施され、公表「HP、縦覧、その他（　　　）」されている
　（または、公表予定である（平成　　年　　月））

事業名及び事業型を特定できるよう記載されてい
るか

・指定された事業名及び事業型が記載されている

費用対効果は記載されているか
・費用対効果の記載対象事業は、数値が記載されている
・費用対効果の記載対象外事業は、その理由が記載されている

６　その他 判断根拠
チェック欄

計画主体 農政局

提出書類は揃っているか
・対象事業を示した図面が添付されている
・事前評価に関する資料が添付されている


